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　③第 1項第 1号ないし第 2号の役員をもって理事会を組織する。
　④第 1項第 1号の役員は理事会において互選により決定する。
第 7条（総会）　 ①会長（会長に事故がある場合はその代理、以下同じ）は毎年 1回総会を招集

しなければならない。また、会長が必要と認めるときは、何時でも総会を招集することがで
きる。

　②総会は会員の 3分の 1の出席をもって成立する。
　③総会の議決は出席者の過半数の賛成を要する。総会に出席しない会員は、書面により他の会

員に議決権の行使を委任することができる。
第 8条（改正）　 本規約を改正するには、総会における出席者の 3 分の 2以上の賛成を得なけれ

ばならない。
附則　 1．本規約は1999年 1 月24日から効力を有する。
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